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新中期経営計画の策定に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年３月期から 2025 年３月期までの３年間を対象とする、新中期経営計画を策定い

たしましたので、お知らせいたします。 

中期経営計画の概要は下記の通りです（詳細につきましては、添付資料をご参照下さい）。 

 

記 

 

 前中期経営計画の振り返り、および新中期経営計画の概要 

当社では、2023 年３月期を最終年度とする中期経営計画を 2017 年に発表し、フランスの APEM 社

買収をはじめとする M&A や提携の推進、拠点再編、デジタルマーケティング強化など、グローバルで

の改革に取り組んでまいりました。米中貿易摩擦やコロナの影響など厳しい状況もありましたが、さ

まざまな改革を推進することで、2022 年３月期は過去最高の業績を達成することができました。 

 新中期経営計画では、IDEC グループの技術や知見を結集し、カスタマーサクセスを実現すること

を大きなテーマとしております。スローガンとして、「PASSION FOR YOUR SUCCESS」を新たに掲げ、

長年培ってきた制御技術をベースに、自動化・無人化・省力化需要や、安全・安心・ウェルビーイン

グ意識の向上をはじめとする注力分野に対応した取り組みを推進することで、社会課題の解決に貢

献し、持続的な成長の実現を目指してまいります。具体的には、4つの基本戦略「成長戦略の推進」、

「収益性の向上」、「経営基盤の強化」、「ESG の取り組み強化」に基づく取り組みを推進いたします。 



 IDEC グループの新コンセプト「HMI-X」 

 IDEC は創業当時から、人と機械をつなぐ HMI（Human-Machine Interface）のリーディングカンパ

ニーとして、グローバルに事業を拡大してまいりました。しかし時代の変化に伴い、ものづくりの現

場や生活のさまざまなシーンにおいて、制御用操作スイッチやプログラマブル表示器をはじめとす

る、人と機械の接点となる「Interface」だけでなく、IoT の進展などにより、人と機械、機械と機械

などが相互にネットワークでつながる「Interaction」へと事業領域が広がってまいりました。 

そして今後は、ネットワークでつながった機械装置に加え、人と機械が共存する空間も含めた、環

境を最適化（Optimal Environment）することで、人々の安全・安心・ウェルビーイングを実現する

ための需要が高まってくるものと考えられます。  

 こういった背景を踏まえて、これまで培ってきた安全 DNA を活かし、今までの HMI の考え方をさら

に進化させた、人を中心とする HMI-X[Transformation]を IDEC グループの新たなコンセプトとして

推進してまいります。 

 

 

 

 新中期経営計画の数値目標 

長期的には 20％を超える営業利益率を目指しており、2025 年３月期に売上高 800 億円以上、営業

利益率 16%以上、ROE15%以上の達成を目指してまいります。 

 

 

 



 ESG の取り組み 

 持続可能な社会と企業価値向上の実現に向けて、気候変動対応をはじめとする、サステナビリティ

対応の強化を推進しております。 

 

（環境） 

 気候変動への対応を重要な経営課題として取り組み推進 

 環境対応をより強化するため、2021 年環境推進室を新設、常務執行役員を環境担当として任命 

 2021 年 TCFD への賛同を表明し、2021 年から 2022 年に、TCFD ガイダンスに沿った気候関連リス

クと機会のシナリオ分析などを推進開示 

 

（社会） 

 エンゲージメントサーベイ (従業員意識調査)結果から抽出した、人材マネジメントシステムの

強化やダイバーシティ＆インクルージョンの推進、働き方改革などに対する対策の推進 

 

（ガバナンス） 

 社外取締役の過半数任用と、スキルマトリックスに基づくさらなる多様性の確保 

 評価結果に基づき、取締役の実効性向上の取り組みを継続することで、安定的・長期的な企業の

信頼性と価値向上を推進 

 リスクマップに基づく高リスク事象の特定と、定的なリスク低減対策のモニタリング実施 

 

 

 

以 上 


